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【総　　論】
ロシアについては、５月のメドヴェージ

ェフ大統領及びプーチン首相の就任後、全
般的に安定した政権運営が続いており、対
外政策の方向性に本質的な変化は見られな
い。対アジア外交に関しては、ロシアは近
年、極東・東シベリア開発を進め、アジア
太平洋地域との関係強化を目指す方針をと
っており、安全保障及び経済の両面におい
て同地域における活動が活発になってきて
いる。ロシア経済は成長を続け、日露経済
関係も順調に拡大してきたが、2008年末に
は金融危機の影響が見られ始めた。
日本にとってロシアは重要な隣国であ

り、日露両国がアジア太平洋地域で協力と
連携を深めていくことは、両国の戦略的な
利益に合致するのみならず、この地域の安
定と繁栄に貢献し得る。日露間では、首
脳・外相間を始めとして、様々なレベルで
の政治対話が頻繁に行われているほか、両
国間の経済関係が順調に発展するなど、
「日露行動計画」（注１）に基づいて幅広い分野
で協力が進んでいる。

政府としては、ロシアとはアジア太平洋
地域の安定と繁栄に資するべく、同地域で
共に伸びていけるような高い次元の日露関
係を構築するために、日露間の最大の懸念
である北方領土問題について、この問題の
最終的解決に向け、ロシア政府との間で強
い意思をもって精力的に交渉を行っている。

2008年８月には、コーカサス地域におい
て南オセチアをめぐるグルジアとロシアとの
武力衝突があり、世界の耳目を集めた。豊
富なエネルギー資源及びアジアと欧州、ロ
シアと中東を結ぶ十字路としての地政学上
の重要性ゆえに、中央アジア・コーカサス地
域（注２）の安定と繁栄は、日本のみならず、国
際社会にとっても重要な関心事項となってい
る。６月には、ナザルバエフ・カザフスタン大
統領を日本に迎え、互恵的な関係の基盤を
拡大した。日本は、二国間での取組のみなら
ず、「中央アジア＋日本」対話の枠組みなども
活用しながら、「自由と繁栄の弧」の考え方
に基づき中央アジア・コーカサス諸国の民主
化・市場経済化の努力を支援していく。
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ロシア、中央アジアとコーカサス

（注１）2003年 1月に訪露した小泉総理大臣とプーチン大統領との間で採択され、「政治対話の深化」、「平和条約交渉」、「国際舞台における協力」、「貿易経済分野
における協力」、「防衛・治安分野における関係の発展」、「文化・国民間交流の進展」の六つの柱からなる。

（注２）中央アジア諸国は、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタンの5か国、コーカサス諸国は、アゼルバイジャン、アルメニア、グルジア
の3か国を指す。
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【各　　論】

１．ロシア

（１）日露関係

イ　北方領土問題と平和条約交渉
ロシアは、様々な問題について日本と利害

を共有する隣国であり、日露関係の発展が両
国に恩恵をもたらす潜在的な可能性は大き
い。そのためにも最大の懸案である北方領
土問題の解決に向け、強い意思をもって取
り組んでいくことが重要である。政府は、日
本固有の領土である北方四島の帰属の問題
を解決して平和条約を締結するとの基本方
針の下で、日ソ共同宣言（注３）、東京宣言（注４）、
イルクーツク声明（注５）、「日露行動計画」等のこ
れまでの諸合意及び諸文書に基づき、精力
的にロシア政府との間で交渉を続けている。

2008年は、首脳レベルを含む政治対話が
前年に引き続いて頻繁に行われ、領土問題
について真剣かつ率直な議論が行われた。
G8北海道洞爺湖サミットの際の日露首脳
会談（７月）においては、両首脳は、日露
間に平和条約が存在しないことは、幅広い
分野における両国関係の進展にとり支障に

なっていること、また、この問題を最終的
に解決するために前進しようとする決意が
双方において存在することなどを、現段階
における共通の認識として確認した。また、
APEC首脳会議の際の日露首脳会談（11月）
においては、麻生総理大臣から、自分が外
務大臣を務めていた１年半前と比べて、経
済関係が進展しているのに比べて交渉が進
展していない、メドヴェージェフ大統領の
決意が必ずしも事務レベルの交渉に反映さ
れていない、官僚のメンタリティを打破し
なければならない旨率直に指摘したのに対
し、メドヴェージェフ大統領から、この問
題の解決を次世代にゆだねることは考えて
いない、首脳の善意と政治的意志があれば
解決できる旨述べた。その上で、両首脳は、
首脳レベルの集中的な話合いを行っていく
ことで一致するとともに、これらの首脳レ
ベルの会談を念頭に、今後必要となる具体
的な作業に入るよう、事務方に指示を下ろ

（注３）ソ連によるサンフランシスコ平和条約の署名拒否を受け、1955年 6月から1956年10月にかけて、日ソ間で個別の平和条約を締結するために交渉を行ったが、
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群島を除いて、領土問題につき意見が一致する見通しが立たなかった。そのため、平和条約に代えて1956年10月19日、日ソ両国は、戦争状態の
終了、外交関係の回復等を定めた日ソ共同宣言（両国の議会で批准された条約）に署名した。同宣言第9項において、平和条約締結交渉を継続すること、平
和条約締結後に歯舞群島及び色丹島が日本に引き渡されることが合意されている。

（注４）1993年10月のエリツィン・ロシア大統領訪日の際に、同大統領と細川護
もり
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総理大臣との間で署名された宣言。第2項において、領土問題を、北方四島の帰
属に関する問題であると位置付け、四島の帰属の問題を解決して平和条約を締結し、両国関係を完全に正常化するとの手順を明確化するとともに、領土問題
を、①歴史的・法的事実に立脚し、②両国の間で合意の上作成された諸文書及び③法と正義の原則を基礎として解決するとの明確な交渉指針を示した。

（注５）1956年の日ソ共同宣言が両国間の外交関係回復後の平和条約締結に関する交渉プロセスの出発点を設定した基本的な法的文書であることを確認し、その
上で1993年の東京宣言に基づき、四島の帰属の問題を解決することにより平和条約を締結し、もって日露関係を完全に正常化するため、今後の交渉を促進
することで合意した。

高村外務大臣とイワノフ第一副首相との会談
（於：ミュンヘン）
第4回日露戦略対話（於：東京）
高村外務大臣の訪露
福田総理大臣の非公式訪露（プーチン大統領、
メドヴェージェフ次期大統領とそれぞれ会談）
日露首脳会談（G8首脳会合、於：北海道洞爺湖）
第5回日露戦略対話（於：モスクワ）
第8回貿易経済日露政府間委員会（フリステン
コ産業貿易相の訪日、於：東京）
ラヴロフ外相の訪日
日露首脳会談（APEC首脳会議、於：リマ）
伊藤外務副大臣の訪露
ナルィシュキン大統領府長官の訪日
日露首脳会談（於：サハリン）
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最近行われた日露間の主要なハイレベル対話

メドヴェージェフ・ロシア大統領（右）との会談に臨む麻生総理大臣
（左）（11月22日、ペルー・リマ　写真提供：内閣広報室）



すことで一致した。さらに、2009年２月に
麻生総理大臣がサハリンを訪問した際に行
われた日露首脳会談では、この問題を我々
の世代で解決すること、そして、これまで
に達成された諸合意及び諸文書に基づき、
メドヴェージェフ大統領が指示を出した、
「新たな、独創的で、型にはまらないアプ
ローチ」の下で、四島の帰属の問題の最終
的な解決につながるよう作業を加速すべ
く、追加的な指示を出すことで一致した。
北方領土問題が未解決の現状において、

四島交流、自由訪問及び墓参（注６）は、北方
領土問題の解決のための環境整備にも資す
るものとして重要な意義を有しており、2007
年12月に関係閣僚の間で確認された方針に
従い、今後もこれらの事業を一層充実させ
るために措置を講じていく考えである。
これらの取組に加え、北方四島を含む日露

両国の隣接地域における生態系の保全等に
関する日露協力については、５月及び６月に行
われた両国の専門家による会合の議論を経
て、政府間の協力プログラムの内容がおおむ
ねまとまっており、今後、同プログラムに基づい
て具体的な協力が進むことが期待されている。

ロ　日露経済関係
日露経済関係は、近年急速に拡大してい

る。2008年の貿易高は297億米ドルに達し、
５年連続で、ソ連時代を含めて過去最高額
を記録した。その一方で、同年末から貿易
高は金融危機の影響で減少傾向にある。

2007年以降、ロシアは極東・東シベリア
地域の発展を通じたアジア太平洋地域への
統合を目指し、同年に承認された「極東・ザ
バイカル経済社会発展連邦目的プログラム」
に基づき、2013年までに約7,000億ルーブル
が支出されることとなっている。８月にはプ

ーチン首相が、また、９月にはメドヴェージェ
フ大統領が相次いで極東地方を訪問した。
日本側は、2007年に「極東・東シベリア地域
における日露間協力強化に関するイニシア
ティブ」（注７）を提案し、ロシア側の支持を得て、
そのフォローアップを行っている。2008年９月
には、貿易経済に関する日露政府間委員会
（注８）の地域間交流分科会第２回会合を次官
級（日本側議長は河野雅治外務審議官）に格
上げして実施し、極東・東シベリア地域にお
ける互恵的な協力を推進するため、ロシア
側からの情報提供の強化などで一致した。

10月には、フリステンコ産業貿易相が訪
日し、中曽根外務大臣との間で貿易経済に関
する日露政府間委員会が開催された。その結
果、経済分野における協力発展のための環境
整備に向けた政府間の取組が確認された。
2009年２月のサハリンでの日露首脳会談にお
いては、極東・東シベリア地域における協力
について、官民一体となって具体的なプロジェ
クトの形成に取り組んでいくことで一致した。
エネルギー分野では、日本企業も参加し、
建設にも関与した石油・天然ガスプロジェ
クトであるサハリン I ・ IIプロジェクトが
実施されており、2009年２月に行われたサ
ハリンIIの液化天然ガスプラント稼働式典
には、麻生総理大臣がメドヴェージェフ大
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2009年 3月に液化天然ガスの日本への輸出が開始される予定となってい
るサハリン II（写真提供：サハリンエナジー社）

（注６）四島交流、自由訪問及び墓参は、日露両国いずれか一方の法的立場をも害するものとみなしてはならないとの共通の理解の下に設定された枠組み。1992年
から、四島交流の枠組みの下で日本国民と北方四島の住民との間で相互訪問が実施されている。自由訪問は1999年に設定された、北方四島の元居住者
等による最大限簡素化された北方四島訪問の枠組み。北方墓参は1964年から断続的に実施されており、対象者は元島民及びその家族。

（注７）「エネルギー」「運輸」「情報通信」「環境」「安全保障」「保健・医療」「貿易投資の拡大及び環境の改善」「地域間交流の促進」の8分野で、極東・東シベリア
地域における官民の互恵的な協力の推進・促進を検討していくことを提案するもの。提案の背景として、「イニシアティブ」前文において、極東・東シベリア地域
が社会経済発展を成し遂げ、透明性をもってアジア太平洋地域とのつながりを強化し、同地域の安定と発展において、ロシアが建設的な役割を担うことが期
待されるとの考え方が示されている。

（注８）1994年11月、サスコベッツ第一副首相と河野洋平外務大臣との間で署名された覚書に基づき、第1回会合を1996年 3月に開催。現在は、日本側は外務大
臣、ロシア側は産業貿易相が共同議長。日露経済関係のすべての問題について総合的に意見交換を行うことができる唯一の対話の場となっている。2008年
10月に第8回会合を開催。
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統領からの招待を受けて出席した。同年３
月に液化天然ガスの日本への輸出が開始さ
れる予定となっている。シベリアの原油を
太平洋岸まで輸送する「東シベリア―太平
洋」パイプラインについても、太平洋側ま
での建設を前提に工事が進んでいる。さら
に、東シベリアにおける石油・天然ガスの
探鉱活動を日露共同で行う動きも進んでい
る。また、日露原子力協定の締結交渉が精
力的に行われている。
また、シベリア鉄道を利用した輸送・物

流などの協力をめぐり、３月には日露運輸
協力に関する政府間作業グループの第１回
会合が開催された。情報通信や農水産業等
の分野での協力も進展している。
政府は、1994年以降、ロシアの市場経済

改革支援の一環としてロシア国内７か所に
日本センターを設置し、将来のロシア経済
を担い、日露経済交流の分野で活躍する人
材の発掘・育成のため、経営関連講座、訪
日研修、日本語講座等を実施している。こ
れまでに約42,000人が受講し、約3,400人が

訪日研修に参加した。同センターは、日露
貿易投資促進機構（注９）のロシア国内におけ
る支部としても活動し、両国企業間の連携
促進等、ビジネス支援活動を行っている。
政府としても、民間企業の対露ビジネス上
の問題点の是正を政府間協議等の場でロシ
アに対し働き掛けている。

ハ　様々な分野における日露間の協力
環境分野においては、気候変動分野にお

ける協力を進める観点から、２月及び９月
に「気候変動に関する日露協議」を東京及
びモスクワで開催した。また、多数国間協
議の場において、北朝鮮問題やイランの核
問題など様々な分野で協力を進めている。
防衛交流の分野については、４月の統合

幕僚長訪露、９月のロシア海軍艦艇の舞鶴
訪問と日露捜索・救難訓練、治安当局間の
交流については、５月のロシア国境警備局
警備艇の横浜訪問と海上保安庁巡視船のコ
ルサコフ訪問、11月のロシア国境警備局長
官の訪日など、活発な交流が行われた。

日ソ・日露貿易高の推移
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（注９）日露貿易投資促進機構は、①情報提供、②コンサルティング、③紛争処理支援を通じて日露間の貿易投資活動を拡大・深化させることを目的として設置され
た。日本側組織は2004年 6月から活動しており、ロシア側組織が2005年 4月に設立されたことにより、全体としての活動が開始された。



イ　ロシア内政
３月の大統領選挙では、プーチン大統領

から事実上後継指名されたメドヴェージェ
フ第一副首相が70％の得票率で圧勝し、５
月に大統領に就任した。同月、プーチン前
大統領が首相に就任して円滑な政権移譲が
行われた。メドヴェージェフ大統領は、プ
ーチン路線を継承しつつ、法の支配、司法
の独立、報道の自由、NGO保護、民主主
義や自由の価値の重視等の政策を打ち出し
た。また、汚職を民主主義最大の敵と位置
付け積極的な対策を講じたほか、汚職や法
的ニヒリズムを生み、経済と民主主義の発
達を阻害するとして官僚を強く批判した。
社会面では、国民生活向上を重要課題と

し、住宅供給を始めとする「優先的国家プ
ロジェクト」に引き続き取り組んだ。
政治面では、11月、大統領の任期延長

（４年から６年）及び国家院（下院）議員
の任期延長（４年から５年）を提案し、そ
のための憲法修正に関する連邦法が12月に
成立した。また、５月、プーチン首相が与
党「統一ロシア」の党首（非党員）となっ
たほか、11月にはリベラル系の三つの政党
が統合されるなど、政党の統廃合の動きが
見られた。
治安面では、ロシア南部において、治安

機関と武装勢力との衝突やテロ行為が相次
いだ。

ロ　ロシア経済
ロシア経済は国際金融危機や石油価格の

下落等の影響を受け、通貨、株価、外貨準
備とも、大幅に下落し、実体面でも生産の
縮小、人員削減等が見られた。政府は、金

融機関への資金供給等、一連の対策を講じ
たが、成長は減速し、12月には10年ぶりに
実質GDP成長率が前年同月比でマイナス
に転じ、通年では前年の8 .1％を下回る
5.6％にとどまった。12月には、自動車関
税引上げや物価上昇に反対するデモが各地
で発生し、一部にプーチン首相退陣要求も
見られた。
ロシア経済の課題は、エネルギー依存構

造からの脱却や極東・東シベリアを含むイ
ンフラ整備等であり、メドヴェージェフ大
統領は「四つの I（制度、インフラ、イノ
ベーション、投資）」を提唱している。

ハ　ロシア外交
外交においても、国連中心主義、国際法

の優位等、プーチン路線が継承された。８
月のグルジア紛争は欧州、CIS諸国の国際
関係に大きな影響を与える出来事となった
が、メドヴェージェフ大統領は、グルジア
による南オセチアに対する攻撃を「侵略」
として断固とした対応をとり、国民の高い
支持を得た。紛争後は､「外交５原則」を
発表し、国内外にかかわらず、ロシア国民の
生命・尊厳の擁護に強い決意を示すととも
に、伝統的な友好善隣関係・歴史的関係に
よって結び付いたロシアの「利害圏」に特別
の利益を有することを主張している。このよ
うに、同紛争を契機にロシアはプーチン政権
以来指向してきた「強いロシア」「大国の復
活」への志向が前面に現れたと言えよう。
大統領は、また、米国の「一極主義」を

グルジア紛争及び国際金融危機の原因とし
て批判し、新たな安全保障体制を企図する
「欧州安全保障条約」構想や、国際金融体

（２）ロシア情勢
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文化・国民間交流の分野では、将来の日
露関係発展の礎となる人材の育成のため重
要であるとして、４月の福田総理大臣の訪
露の際に青少年交流をこれまでの５倍の年
間500人規模に拡大することとした。その

ほか、歌
か

舞
ぶ

伎
き

の極東公演、アニメ文化大使
であるドラえもんの映画上映、日本におけ
るロシア文化フェスティバル開催等、文化
交流も活発に進められた。
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制全体の再編を提案するなど、新たな世界
のルールづくりをロシア主導で進める姿勢
を示している。
ロシアはCIS諸国を自国外交の優先地域

としており、各国との二国間協力や地域機
構を通じて関係強化を図っているほか、
CIS内の紛争であるナゴルノ・カラバフ問
題や沿ドニエストル問題においては仲介者
として積極的に関与する姿勢を強めた。一
方、グルジアはロシアとの武力衝突後、
CISからの脱退を宣言し、ロシアと断交し
た。ロシア・ウクライナ関係も、グルジア
紛争の際にウクライナが対グルジア支持の
姿勢をとったことや天然ガス供給問題をめ
ぐり悪化するなど、難しい局面が見られた。
欧米諸国はグルジア紛争におけるロシア

の行動を非難したが、ロシアは自らの正し
さを主張して欧米の対グルジア支援を非難
し、欧州諸国とロシアの協力関係は軒並み

停止・縮小された。しかし、EUが仲介し
た和平合意に一定の進展が見られたことな
どから欧米諸国との関係は徐々に修復に向
かっている。
アジア太平洋地域では、ロシアは中国及

びインドとの関係を重視する姿勢を示し、
エネルギー開発や武器供与等を柱とした関
係の強化に努めている。また、2012年には
ウラジオストクでのAPEC首脳会議の開催
が予定されているほか、極東・東シベリア
地域において日本や中国、韓国等とのエネ
ルギー協力を積極的に推進するなど、同地
域とアジア太平洋諸国との経済関係の強化
に向けた外交を促進している。
また、中南米諸国等、旧ソ連時代からの

伝統的友好国を含め、多角的な関係を活性
化させた。北朝鮮核問題、イラン核問題、
中東和平等の国際問題や地域紛争にも関与
し、外交的手段による解決を主張している。

2008年には、中央アジア諸国のいずれに
おいても大統領選挙は実施されず、大きな
政治的な変動は見られなかった。カザフス
タンでは、世界的な金融危機の影響をこの
地域で最も強く受けたが、迅速に対策を発
表するなど、危機の影響緩和を図っている。
今後、2010年の欧州安全保障協力機構
（OSCE）議長国就任に向け、外交活動の
活発化が見込まれる。ウズベキスタンでは、
安定的な政権運営が行われるとともに、人
権状況改善の取組も行われ、近年関係が冷
却していた欧米諸国との関係改善が進めら
れた。キルギスでは、2007年10月に採択さ
れた新憲法に基づき強い権限を保持するこ
ととなったバキーエフ大統領が、内政の安
定化、経済基盤の強化に努めている。トル
クメニスタンでは、ベルディムハメドフ大
統領が、前政権以来の中立政策を維持しつ
つも、中央アジア・コーカサス諸国はもと
より、中国、ロシア、韓国、欧州諸国等を

訪問して積極的な外交を展開している。ま
た、内政面においても、９月に新憲法が採
択され、12月には国会（メジリス）議員選
挙が行われた。
日本は、中央アジア地域において、二国

間関係はもとより、地域全体との対話及び
地域内の協力関係を促進するために「中央
アジア＋日本」対話の枠組みを創設して、
様々な会合を開いてきている。2008年７月
には、第４回高級実務者会合をタシケント
（ウズベキスタン）で開催し、2006年６月
の第２回外相会合において採択された「行
動計画」の進ちょく状況を確認するととも
に、今後の新しい協力の方向性等について
話合いを行った。

2007年11月のバキーエフ・キルギス大統
領、12月のラフモン・タジキスタン大統領
の訪日に続き、2008年６月には、ナザルバ
エフ・カザフスタン大統領が日本を公式訪
問し、福田総理大臣との会談が行われ、両

２．中央アジア諸国



首脳は共同声明に署名した。同大統領の訪
日は資源大国カザフスタンと高い技術力を
有する日本との互恵的・相互補完的な協力
の発展や貿易・投資の拡大に向けた多くの
成果をもたらした。12月19日には、東京に
おいて日・カザフスタン租税条約が署名さ
れた。また、ウズベキスタンとの間でも、
両国の経済関係の更なる発展を促すため投
資協定の締結交渉が進められ、８月15日、
タシケントにおいて日・ウズベキスタン投資
協定が署名された。

８月、緊張の高まっていた南オセチアに
おいてグルジア軍と南オセチア軍とが戦闘
状態に突入したのを受け、ロシアが自国民
保護を理由に介入し、軍隊を南オセチアを
含むグルジア領内に展開させたことによ
り、その帰

き

趨
すう

に国際社会の関心が高まった。
その後、国際的な仲介努力もあり停戦合意
に至ったが、ロシアが南オセチア及びアブ
ハジアの独立を一方的に承認したことで、
国際社会から強い非難を浴びることとなっ
た。このように、今次紛争をめぐり欧米諸
国とロシアとの間では軋

あつ

轢
れき

が生じたが、国
連、EU等の主催により、紛争のすべての
当事者が参加する国際会議がジュネーブで
開かれ、紛争の処理について議論が重ねら
れている。日本は本問題に対して、当初か
ら領土保全の原則に基づく平和的解決を一
貫して支持し、紛争直後には国際機関を通
じて避難民に対して緊急人道支援を提供し
た。また、日本は10月にブリュッセルで行
われたグルジア支援国会合において、最大
約２億米ドルの支援を表明し、運輸インフ
ラ整備のために有償資金協力による貢献を
行うとともに、緊急の支援として約1,200
万米ドルの無償資金協力を実施した。
グルジア紛争の影響により物流の一時遮

断など経済的損害を被ったコーカサス地域
であるが、アゼルバイジャンにおいて10月

に大統領選挙が実施され、アリエフ大統領
が90％近くの得票率を得て再選されるな
ど、内政はおおむね安定している。アルメ
ニアにおいては、２月に実施された大統領
選挙の結果に対して当局と野党間で激しい
衝突が生じ、一時は非常事態令が発出され
たが、その後は野党側の集会開催等は散見
されるものの、沈静化している。また、ア
ルメニアがアゼルバイジャンとの間で抱え
るナゴルノ・カラバフの領土問題は、依然
として解決のめどが立ってはいないが、外
交関係のないトルコとの間ではアルメニア
の招待により、９月にギュル・トルコ大統
領がサッカー観戦（アルメニア対トルコ）
のためにアルメニアを初めて訪問するな
ど、関係改善の動きも見られた。

ナザルバエフ・カザフスタン大統領（左）との首脳会談に臨む福田総理
大臣（右）（6月20日、東京　写真提供：内閣広報室）

３．コーカサス諸国
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グルジア支援国会合（10月22日、ベルギー・ブリュッセル）


